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  近年、情報通信インフラの整備が進み、今後インターネットなどの利用者が増大
することが予想される。県においては、今まで以上にスリムで効率的な行政への転
換が求められることから、国、県、市町を結ぶ総合的な情報ネットワークの整備を
進めるとともに、行政情報や行政手続きの電子化を推進し、将来の高度情報化社会
に対応した「電子県庁」を実現すべく、「電子県庁推進事業」に取り組んでいると
ころであり、市町においても「電子自治体」の取組が進んでいる。
  一方、公共事業については、事業の効率化による建設コストの縮減や公共施設の
品質確保、さらには執行過程の透明性の向上が求められており、その方策として、
公共事業のＩＴ化、すなわち、書類や図面等を電子化し、通信ネットワークを利用
して、関係者間や事業プロセス間で効率的に情報を交換・共有・連携させる「公共
事業支援統合情報システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）」の取組が進められている。
  このような中で、国土交通省においては、1996(平成８)年４月に「建設ＣＡＬＳ
整備基本構想」を発表し、以降、1997(平成９)年６月「建設ＣＡＬＳ／ＥＣアクシ
ョンプログラム」の策定、2001(平成１３)年５月「国土交通省ＣＡＬＳ／ＥＣ推進
本部」の設置等を進め、一部の工事で電子入札・電子納品を実施するなど、2004(平
成１６)年度までに全ての直轄事業に建設ＣＡＬＳ／ＥＣを導入・実現するよう、
着実な実績・成果を築いている。
  公共事業は、その７割を地方公共団体が占めており、前述のＩＴ化の効果を上げ
るためには、全国の地方公共団体へのＣＡＬＳ／ＥＣの展開が必要であり、また、
その方式を標準化することによって真の効果が発揮される。このような理由から、
国土交通省では、2001(平成１３)年６月に「ＣＡＬＳ／ＥＣ地方展開アクションプ
ログラム（全国版）」を策定し、2010(平成２２)年までに全国の地方公共団体にお
いてＣＡＬＳ／ＥＣを混乱なく導入することができるようにするためのタイムス
ケジュールの目安とそれを可能にするための国土交通省及び公益法人による技術
的支援等を明示している。
  香川県及び県下市町における公共事業等のＩＴ化を電子県庁・電子自治体と連携
しながら円滑に進め、事業の効率化や執行過程の透明性の向上等を図るために、
「ＣＡＬＳ／ＥＣ」導入の基本的方向と具体的な取組の実施計画を示す「香川県Ｃ
ＡＬＳ／ＥＣアクションプログラム」を策定するものである。

 

１．はじめに１．はじめに１．はじめに１．はじめに

１－１１－１１－１１－１    アクションプログラムの背景と目的アクションプログラムの背景と目的アクションプログラムの背景と目的アクションプログラムの背景と目的
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                CALS：Continuous Acquisition and Life-cycle Support

                       (直訳では、継続的な調達とライフサイクルの支援)

                EC   ：Electronic Commerce （電子商取引）

  CALS/ECとは「公共事業支援統合情報システム」の略称であり、従来は紙で交
換されていた情報を電子化すると共に、インターネットを活用して公共事業に関
連する多くのデータベースを連携して使える環境を創出する取り組みである。

  一言で CALS/EC と言っても、中身は複数の様々なシステムから構成されてお
り、大きくは以下の４要素から成り立っている。

    電子入札（調達）
      インターネット上のやり取りのみで入札ができるようにする仕組
み。また、入札結果等の情報をインターネット上のホームページで公
表する入札情報サービスも対象となる。

    情報共有
      公共事業関係者が最新の設計、スケジュール等の情報を共有し、工
事中の事故や手戻りを防止する。

    電子納品
      工事等の協議・報告書・図面・写真等を電子データで納品（又はそ
れを基にした発注・請負）する仕組み。下段の維持管理用データの基
となる。

    維持管理、危機管理
      各種台帳等をデータベース化し、住民からの問合せに対しスムーズ
に情報を探し出したり、計画的な維持修繕を実施したりする仕組み。
また、災害時等の情報をより早く、正確に伝達したり、災害のシミュ
レーションを行う等、確実な災害対策を行う。

１－２１－２１－２１－２    ＣＡＬＳ／ＥＣとはＣＡＬＳ／ＥＣとはＣＡＬＳ／ＥＣとはＣＡＬＳ／ＥＣとは
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  公共事業の調査・計画、設計、入札、施工及び維持管理の各事業プロセスで発
生する図面・地図や書類、写真等の各種情報を電子化し、通信ネットワークを利
用して、関係者間及び事業プロセス間で効率的に情報を交換・共有・連携できる
環境を創出する。これにより、公共事業の業務プロセスの改善を図る公共事業の業務プロセスの改善を図る公共事業の業務プロセスの改善を図る公共事業の業務プロセスの改善を図る。

１－３１－３１－３１－３    ＣＡＬＳ／ＥＣの基本的考え方ＣＡＬＳ／ＥＣの基本的考え方ＣＡＬＳ／ＥＣの基本的考え方ＣＡＬＳ／ＥＣの基本的考え方
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     CALS/ECの受益者別メリット
メリットの受益者

三要素 メリット
県民 発注者 受注者

１）情報の電子化

①省資源
②省スペース
③検索時間の短縮
④県民への説明能力の向上

○

○
○

○
○
○
○

○
○

２）通信ネットワ
ークの利用

⑤移動コストの削減
⑥現場作業の安全性向上
⑦住民情報サービスの向上
⑧防災・維持管理

○
○ ○

○
○

３）情報の共有化

⑨コスト縮減
⑩品質の向上
⑪社会資本の有効活用
⑫官民技術レベルの向上

○
○
○

○
○

○

○
○

○
        「CALS/EC地方展開アクションプログラム（全国版）：国土交通省 平成１３年６月」より

                    全てのメリットは、直接・間接的に県民のメリットに繋がる。

  １－２で述べたように、CALS/ECのキーワードは「情報の電子化」、「通信ネッ
トワークの利用」、「情報の共有化」の三要素に整理される。これらの各々につい
て県民、発注者、受注者へのメリットがある。

１－４１－４１－４１－４    ＣＡＬＳ／ＥＣ導入の効果ＣＡＬＳ／ＥＣ導入の効果ＣＡＬＳ／ＥＣ導入の効果ＣＡＬＳ／ＥＣ導入の効果
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※入札契約制度改善の一環としての電子入札導入
             導入前                                 導入後

効果イメージ効果イメージ効果イメージ効果イメージ

①電子入札
  

  

受益者 導入前 導入後 課題
県民 ・入札公告や入札結果が紙面で

公開されているため、内容を知
るためには事務所等まで行く必
要がある。

・インターネットで、よりリア
ルタイムな情報を家庭で見る
ことができる。

発注者 ・入札公告～入札～結果公表ま
での手続きを紙面により実施し
ている。
・落札価格の確認・決定を手作
業で実施するため、時間がかか
る。

・入札事務のシステム化によ
り確認作業が効率化できる。
・入札事務の電子化により、紙
資源の節減ができる。
・住民情報サービスがリアル
タイムで可能となる。

・全ての入札参加者
が電子入札を実施す
ることが必要。（紙
との併用は効率化に
つながらない場合が
ある。）

受注者 ・入札場所まで出向く必要があ
り、時間拘束される。

・インターネットを介して電
子入札システムを利用するこ
とにより会社に居ながらにし
て入札が可能。
・入札時間が期間設定される
ため、自由な時間の入札が可能
となる

・基本機器・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
環境と認証を取得す
る必要有。
・システム障害時の
運用方法の徹底が必
要。
・再入札の場合等の
運用方法の徹底が必
要。

※電子入札システムは手段であるため、競争性を高めるためには入札制度改善の取組が不
可欠である。
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②情報共有

受益者 導入前 導入後 課題
県民 ・供用される公共施設の品質

が向上する。

発注者 ・協議結果を紙の協議簿で記録
し、保存する。
・図面は変更がある度に紙図面
を手渡すため、同じような図面
が何枚もでき、図書の量が膨大
になる。

・協議書類を電子化し、図面に
ついても電子データを共有サ
ーバに登録することで、最新の
設計内容を把握することがで
きる。
・簡易な協議については、電子
データでやり取りすることに
よって現地まで行く必要がな
く、移動時間の縮減となる。
・過去の類似工事の施工情報
を得ることで技術力が向上す
る。

・登録する情報に
は、工事番号等の管
理情報を規則的に附
加する必要がある。
・受発注者が各々閲
覧できる情報のレベ
ルを考慮し、セキュ
リティを設定する必
要がある。

受注者 ・変更がある度に受け取った紙
図面を基に施工を進める。また、
協議事項がある場合には事務所
へ出向いて協議書類等を提出す
る。
・隣接工事等でスケジュール調
整が必要な場合は、相手方のス
ケジュールを常に協議の場で入
手する必要がある。

・インターネットを介した情
報共有サーバに協議書類を登
録するため、原本性が確保さ
れ、簡易な協議については電子
データでやり取りすることに
より移動時間の縮減となる。
・最新の図面情報・スケジュー
ル等を共有するため、間違いや
手戻りを防止できるとともに、
過去の同類工事の施工情報を
得ることで、技術力が向上し、
成果物の品質が向上する。

・ワープロ・表計
算・ＣＡＤ等のソフ
トを使いこなすこと
が必要。
・基本機器・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
環境と認証を取得す
る必要有。

           導入前                                      導入後
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③電子納品

受益者 導入前 導入後 課題
県民 ・トータルとしてのコスト低

減

発注者 ・設計書等の委託業務の成果品
や工事写真等の工事完成図書を
紙面で受領しているため、保管
スペースが必要である他、利用
時の検索に時間がかかる。
・工事発注時の図面について、
契約図書、発注者用、受注者用
各々の図面を用意する必要があ
る。（変更時も同様）
・区域決定・許可申請等の行政
手続きに必要な図面も紙面で行
っているため、保管スペースが
必要である他、変更や更新作業
に多大な労力を必要とする。
・橋梁や建築物等の完成時に維
持管理用の設計書・図面等を別
途作成・管理する必要がある。

・納品がＣＤ－ＲＯＭ等(最終
的にはオンライン)の媒体で行
われるため、保管スペースが小
さくて済む。
・納品管理システムにより、検
索時間が短縮され、効率化につ
ながる。
・図面の電子データ化により、
工事発注時の複数図面の複写
が簡単になる。
・工事発注の他、行政手続きに
必要な図面も電子データによ
り作成・保管が容易になる。
・業務成果品・工事完成図書の
電子データを施設台帳等のデ
ータベースに転送することで
効率的な維持管理が可能とな
る。

・一部電子化できな
いものもある（特殊
工事の図面、ミルシ
ート等）ため、電子
化－非電子化の区分
を明確に理解してお
く必要がある。
・ＣＡＤ等の操作能
力を身につける必要
がある。

受注者 ・提出物の原稿等、保管スペー
スが必要であり、管理が難しい。
・受注時・提出時に多量の設計
図書・成果を持ち運びする必要
がある。
・図面の更新時など、原図に一
から書き直す必要がある。
・類似業務、工事での図書の再
利用が難しい。

・電子化により省資源・省スペ
ースが可能。
・受注時・提出時の図書類の持
ち運びが容易になる。
・図面の更新作業が容易にな
る。
・類似業務・工事等での図書の
再利用が容易になる。

・電子化に対応する
ＩＴ機器類やソフト
を導入する必要があ
る。
・ＣＡＤや電子納品
作成の操作能力を身
につける必要があ
る。

           導入前                                     導入後
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④維持管理(危機管理)

受益者 導入前 導入後 課題
県民 ・管理図面の閲覧等で時間を要

する場合がある。
・迅速な対応により、情報サー
ビスの質が向上するとともに、
危機管理等の安全性が向上す
る。

発注者 ・膨大な管理図面等の中から、
目的の図面を検索するのに時間
がかかる。
・台帳等の保存スペースが必要
である他、更新時には、新たな
紙ファイルを作成する必要があ
る。
・台帳類が紙面であるため、詳
細な設計図や設計書を別途管
理・保存する必要がある。
・調査結果や設計書等が紙面で
保存されているため、膨大な資
料の中から目的物を検索するの
に時間がかかり、災害等の緊急
時の対応が難しい。

・施設台帳の電子化により、迅
速な検索による事務の効率化
や保管スペース・紙資源の縮減
が可能となる。
・更新を電子データで行うた
め、作業が効率化でき、コスト
ダウンにつながる。
・施設台帳とともに、詳細な設
計図・設計書をデータベースで
一括保存するため、維持修繕時
に再調査等の二重投資を防止
できる。
・災害発生等の緊急時に、近辺
での調査や設計図書を素早く
検索し、より迅速に応急措置が
実施できる。

・台帳類は、膨大な
データ量があるた
め、新たに電子納品
されたデータ以外の
既存データ電子化に
多大な費用を要す
る。このため、デー
タベース化にあたっ
ては、効果・必要性
を十分に検討するこ
とが必要である。

          導入前                                     導入後
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       アンケート依頼数   1,489社
                 回答数     824社
                 回収率    55.3%

       民間企業（建設企業）のグループ分け
           グループＡ：建設業職員数    １０名未満（Ｃ～Ｂランク）
           グループＢ：     〃         ２０名未満（Ｂ～Ａランク）
           グループＣ：     〃       ２００名未満（Ａ～特Ａランク）
           グループＤ：     〃       ２００名以上（県外大手企業）

２－１－１２－１－１２－１－１２－１－１    情報通信基盤情報通信基盤情報通信基盤情報通信基盤

   ①パソコンの普及状況（県・市町は１人１台、民間企業はパソコン保有状況）

      
          県           市町                        民間企業

       必要とする
       職員に対し
       100%
       整備済み

       

  県については、1 人１台パソコンが普及している。市町においては６４％が１人１台
となっている。民間企業についても９２～１００％がパソコンを保有しており、基本的
に業務のＩＴ化は可能と考えられる。

「香川県 CALS/EC 推進協議会」「香川県 CALS/EC 市町連絡会」では、2002(平
成１４)年１０月に、建設企業、コンサルタント企業、県内市町に対して CALS/EC

に関するアンケートを実施した。以下、アンケート集計結果の抜粋を示す。

２．基本構想２．基本構想２．基本構想２．基本構想

２－１２－１２－１２－１    香川県下の現状香川県下の現状香川県下の現状香川県下の現状
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   ②インターネット接続（市町は全部局、民間企業は事業所内１ヶ所でも）

    

       県           市町                        民間企業

      

   

  

 ③Eメールアドレス保有（市町は全部局、民間企業は事業所内１ヶ所でも）

      県           市町                        民間企業

   

  全体にインターネット接続度は高いが、市町においては 3割程度が全部局での接続が
できない他、建設企業（グループＡ）では１３％強が未接続であり、今後普及啓発が必
要と思われる。

  全体にメールアドレス保有率は高いが、市町においては 3割程度が全部局で保有して
いない他、建設企業（グループＡ）では２５％強が未接続であり、今後普及啓発が必要
と思われる。

必要とする
職員に対し
100%
整備済み

必要とする
職員に対し
100%
整備済み



12

２－１－２２－１－２２－１－２２－１－２    ＣＡＬＳＣＡＬＳＣＡＬＳＣＡＬＳ////ＥＣの概要の理解度（民間企業）ＥＣの概要の理解度（民間企業）ＥＣの概要の理解度（民間企業）ＥＣの概要の理解度（民間企業）

２－１－３２－１－３２－１－３２－１－３    国や他の地方公共団体の電子入札の動向の認知度国や他の地方公共団体の電子入札の動向の認知度国や他の地方公共団体の電子入札の動向の認知度国や他の地方公共団体の電子入札の動向の認知度

    県             市町                        民間企業

  

   

  市町については、「概ね知っている」を含めて「知っている」が約３３％と低く、民間
企業においては企業規模が大きい程認知度が高いが、小規模企業では３２％に留まってお
り、今後の普及啓発により、電子入札に対する関心度を高める必要がある。

  CALS/EC の概要については、規模が小さい企業ほど理解度が低く、グループＡでは概
ね理解を含めて理解しているのは、わずか２１％程度に留まっている。また、建築（営繕）
関係については、コンサルタント、建設企業ともに５０％程度になっており、建設工事関
係に比して低い数値となっている。

CALS/EC担
当部局以外
の認知度は
低い。
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２－１－４２－１－４２－１－４２－１－４    電子入札システム導入の意思電子入札システム導入の意思電子入札システム導入の意思電子入札システム導入の意思

   

     県           市町                           民間企業

 2004年度
 導入予定

   

電子入札導入における問題点・課題電子入札導入における問題点・課題電子入札導入における問題点・課題電子入札導入における問題点・課題

        ・市町・市町・市町・市町

        ・民間企業・民間企業・民間企業・民間企業

  電子入札の導入について、市町は「条件付き導入」も含めて６４％程度に留まっており、
導入の問題点について、導入運営経費を挙げている。今後システム開発や運営について共
同開発・共同運用を検討するなど、コストを抑え、効果を最大限に引き出す取組が必要で
ある。また、民間企業については、導入を希望する企業が８８％～と高い割合を占めてい
るが、セキュリティ対策やパソコンの操作そのものを不安視するところがあり、今後リテ
ラシーの向上を図る必要がある。
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２－１－５２－１－５２－１－５２－１－５    ワープロ・表計算ソフト普及率（協議・報告書関係）ワープロ・表計算ソフト普及率（協議・報告書関係）ワープロ・表計算ソフト普及率（協議・報告書関係）ワープロ・表計算ソフト普及率（協議・報告書関係）

                                            （市町はソフト統一、民間企業は利用状況）（市町はソフト統一、民間企業は利用状況）（市町はソフト統一、民間企業は利用状況）（市町はソフト統一、民間企業は利用状況）

     県           市町                           民間企業

   

２－１－６２－１－６２－１－６２－１－６    使用（予定）ワープロ・表計算ソフト使用（予定）ワープロ・表計算ソフト使用（予定）ワープロ・表計算ソフト使用（予定）ワープロ・表計算ソフト

         県                                       市町

   統一ソフト

     ワープロ：Word

     表計算 ：Excel

     民間企業     ワープロソフト                                                 表計算ソフト

  市町について、「予定」も含めて約７７％が庁内でソフトを統一することとなっている。
民間企業について、協議・報告書でのソフト利用状況は、「予定」も含めて約８０％～が
利用することとなっており、普及率は高いが、規模が小さい企業の普及啓発が必要である。
また、講習会のほか、書式の標準化や電子データによる配布が望まれている。

統一ソフ
ト導入済
み
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２－１－７２－１－７２－１－７２－１－７    ＣＡＤソフト普及率（電子図面関係）ＣＡＤソフト普及率（電子図面関係）ＣＡＤソフト普及率（電子図面関係）ＣＡＤソフト普及率（電子図面関係）

     県           市町                           民間企業

  一部導入
（統一して
  いない）

２－１－８２－１－８２－１－８２－１－８    ＣＡＤ操作性向上のための方策（民間企業アンケートより）ＣＡＤ操作性向上のための方策（民間企業アンケートより）ＣＡＤ操作性向上のための方策（民間企業アンケートより）ＣＡＤ操作性向上のための方策（民間企業アンケートより）

参考：ＣＡＤソフト保有状況

  県では一部を除いてＣＡＤソフトを導入していない。市町については「予定」を含めて
約２３％の導入に留まっている。民間企業について、コンサルタント関係は普及率が高い
が、建設企業、特に小規模の企業の普及率が低い。ＣＡＤについては取り扱う業務の内容
によって、必要性が異なるため、今後各々の業務内容に応じて導入を検討する必要がある。

  講習会等での操作能力向上が課題である。技術的課題として「データ互換性向上」が挙
げられている。ＣＡＤによる電子納品については、現在の標準フォーマットである「ＳＸ
Ｆ仕様」対応のソフトの普及率やそのソフトの低価格化等の市場動向を見極める必要があ
る。
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２－１－９２－１－９２－１－９２－１－９    デジタルカメラ普及率（デジタル写真関係）デジタルカメラ普及率（デジタル写真関係）デジタルカメラ普及率（デジタル写真関係）デジタルカメラ普及率（デジタル写真関係）

                                    （発注者は成果受領者として管理ソフトの普及率、民間企業は成果納入者としてデジ（発注者は成果受領者として管理ソフトの普及率、民間企業は成果納入者としてデジ（発注者は成果受領者として管理ソフトの普及率、民間企業は成果納入者としてデジ（発注者は成果受領者として管理ソフトの普及率、民間企業は成果納入者としてデジ

                                        タルカメラの普及率を調査）タルカメラの普及率を調査）タルカメラの普及率を調査）タルカメラの普及率を調査）

     県        市町 （管理ソフト）           民間企業（デジカメ）

  一部導入
（統一した
  管理ソフト
  はない）

２－１－２－１－２－１－２－１－10 10 10 10 デジタル写真の操作性向上のための方策（民間アンケートより）デジタル写真の操作性向上のための方策（民間アンケートより）デジタル写真の操作性向上のための方策（民間アンケートより）デジタル写真の操作性向上のための方策（民間アンケートより）

  民間企業におけるデジタルカメラの普及率は「予定」も含めて８０％を超えており、高
い水準にある。納品については、発注者側の受入れ体制として、管理ソフトの普及率が低
いことから、これらの導入が課題である。

  講習会の要望が多く、デジタル写真独特のデータ処理、撮影方法等具体的な講習の必要
がある。また、仕様・フォーマットの統一が挙げられており、デジタル写真管理基準（案）
の他、画素数や総データ容量等、運用上の規定を検討する必要がある。
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２－１－２－１－２－１－２－１－11 11 11 11 国土交通省電子納品要領・基準の認知度国土交通省電子納品要領・基準の認知度国土交通省電子納品要領・基準の認知度国土交通省電子納品要領・基準の認知度

 ①建設工事関連
     県             市町                          民間企業

    

 ②営繕工事関連（建築ＣＡＤ図面作成要領（案）の認知度）
                                          民間企業

    

    

  市町における電子納品関連の要領・基準の認知度は「知っている」を含めて約８％に留
まっている。また、県においても実務担当者レベルでの認知度は低い。民間企業において
も、「知っている」を含めた認知度は建設企業で約８～６６％と低く、コンサルタントに
ついても約４３～８３％とばらつきがある。さらに営繕工事関連の「建築ＣＡＤ図面作成
要領（案）」の認知度はさらに低く、今後の普及教育が必要である。

担当部局
以外での
認知度は
低い。
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２－１－１２２－１－１２２－１－１２２－１－１２    電子納品データ作成能力向上のための方策（民間アンケートより）電子納品データ作成能力向上のための方策（民間アンケートより）電子納品データ作成能力向上のための方策（民間アンケートより）電子納品データ作成能力向上のための方策（民間アンケートより）

  講習会の要望が多く、サンプルデータの配布やデモンストレーションによる体験等、具
体的事例を用いた普及教育活動が必要である。また、国・県・市町の仕様統一が求められ
る他、発注者の意思統一やヘルプデスクの設置等、発注者側の体制整備が広く望まれてい
る。
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２－２－１２－２－１２－２－１２－２－１    関連計画関連計画関連計画関連計画

政府
   ・ｅ－ｊａｐａｎ戦略ｅ－ｊａｐａｎ戦略ｅ－ｊａｐａｎ戦略ｅ－ｊａｐａｎ戦略    (2001年１月)
       [５年以内に世界最先端のＩＴ国家となることを目指す。]
   ・ｅ－ｊａｐａｎ重点計画ｅ－ｊａｐａｎ重点計画ｅ－ｊａｐａｎ重点計画ｅ－ｊａｐａｎ重点計画    (2001年 3月)
   ・ｅ－ｊａｐａｎ重点計画－ｅ－ｊａｐａｎ重点計画－ｅ－ｊａｐａｎ重点計画－ｅ－ｊａｐａｎ重点計画－2002200220022002  (2002年６月)

総務省
・・・・ＩＴ革命に対応した地方公共ＩＴ革命に対応した地方公共ＩＴ革命に対応した地方公共ＩＴ革命に対応した地方公共
団体における情報化施策等の推団体における情報化施策等の推団体における情報化施策等の推団体における情報化施策等の推
進に関する指針進に関する指針進に関する指針進に関する指針    (2000年 8月)
・地域ＩＴ推進のための自治省・地域ＩＴ推進のための自治省・地域ＩＴ推進のための自治省・地域ＩＴ推進のための自治省
アクションアクションアクションアクション・プラン・プラン・プラン・プラン    (2000年 12月)
・電子政府・電子政府・電子政府・電子政府・電子自治体推進プロ・電子自治体推進プロ・電子自治体推進プロ・電子自治体推進プロ
グラムグラムグラムグラム (2001年 10月)

国土交通省
・建設・建設・建設・建設 CALS/ECCALS/ECCALS/ECCALS/EC ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
                      (1997年6月)
・・・・CALS/ECCALS/ECCALS/ECCALS/EC地方展開ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞ地方展開ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞ地方展開ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞ地方展開ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞ
        ﾗﾑﾗﾑﾗﾑﾗﾑ（全国版）（全国版）（全国版）（全国版）                    (2001年 6月)
・CALS/EC ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの変更
                   (2002年 3月)
・CALS/ECCALS/ECCALS/ECCALS/EC地方展開ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞ地方展開ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞ地方展開ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞ地方展開ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞ
      ﾗﾑﾗﾑﾗﾑﾗﾑ（四国地方版）（四国地方版）（四国地方版）（四国地方版） (2002年 6月)

農林水産省
・農業農村整備事業における・農業農村整備事業における・農業農村整備事業における・農業農村整備事業における
CALS/ECCALS/ECCALS/ECCALS/ECの推進についての推進についての推進についての推進について
                                                  (2002年 6月)

香川県
   ・香川県新世紀基本構想香川県新世紀基本構想香川県新世紀基本構想香川県新世紀基本構想    みどりみどりみどりみどり・うるおい・うるおい・うるおい・うるおい・にぎわい創造プラン・にぎわい創造プラン・にぎわい創造プラン・にぎわい創造プラン    (2000年 6月)
      ５つの重点推進プランのひとつ 「行政システムの変革」

                                                          「情報化の推進」－「行政の高度情報化」

香川県情報政策課
  ・かがわＩＴみらいプランかがわＩＴみらいプランかがわＩＴみらいプランかがわＩＴみらいプラン    －香川県高度情報化推進計画－－香川県高度情報化推進計画－－香川県高度情報化推進計画－－香川県高度情報化推進計画－（2001年 8月）
     ５つの基本目標のひとつ「電子自治体づくり」－「CALS/ECの整備」

香川県
・香川県申請香川県申請香川県申請香川県申請・届出手続きのオンライン化実・届出手続きのオンライン化実・届出手続きのオンライン化実・届出手続きのオンライン化実施計画施計画施計画施計画
「電子入札」「電子納品」
    平成１４年度        基本設計
    平成１５～１６年度  システム構築、試行運用
                              （県の実施計画）

・香川県香川県香川県香川県 CALS/ECCALS/ECCALS/ECCALS/EC ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

香川県
CALS/EC

推進協議会

国
の
諸
計
画

県
の
諸
計
画

  国においては、政府によるＩＴ戦略本部を中心に、各省庁が行政情報化推進に
取り組んでいる。
  「電子県庁」については、総務省の「ＩＴ革命に対応した地方公共団体におけ
る情報化施策等の推進に関する指針」により、地方公共団体として早急に取り組
む必要のある事項等が具体的に示されているほか、県においても「香川県新世紀
基本構想  みどり・うるおい・にぎわい創造プラン」を基本として、「かがわＩＴ
みらいプラン」等の計画に基づき構築を進めている。
  「CALS/EC」については、国土交通省を中心とした取組が進んでおり、
「CALS/EC 地方展開アクションプログラム（全国版）」によって、地方公共団体
の導入目標年次が示されている。

２－２２－２２－２２－２    ＣＡＬＳ／ＥＣに関連する行政情報化計画（抜粋）ＣＡＬＳ／ＥＣに関連する行政情報化計画（抜粋）ＣＡＬＳ／ＥＣに関連する行政情報化計画（抜粋）ＣＡＬＳ／ＥＣに関連する行政情報化計画（抜粋）
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２－２－２２－２－２２－２－２２－２－２    地方公共団体の地方公共団体の地方公共団体の地方公共団体の CALS/ECCALS/ECCALS/ECCALS/EC 導入目標年次導入目標年次導入目標年次導入目標年次

   ①国土交通省直轄事業における電子入札や電子納品によって受注者側のコスト
縮減が達成されても、他の発注者の公共事業コストが従来通りであれば、受注
者への調査に基づく発注単価の低下（コスト縮減）の割合が少なくなる。

   ②発注者ごとに、入札・納品の標準がばらばらであったり、従来方式との混在
が残っている状態では、受注者に対してはコスト増要因となりかねない。

   ③社会資本は相互につながって面的にひろがっており、それらを管理する発注
者のＩＴ化にばらつきが生じると、データの相互利用ができなくなり CALS/EC

の重要な目的の一つである、維持管理コストの低減ができなくなる恐れがある。

導入完了目標年次
行政主体 導入完了目標年次

都道府県・政令指定都市 2007年度（平成 19年度）
主要地方都市（中核市） 2008年度（平成 20年度）
市町村 2010年度（平成 22年度）

パンフレット「ＩＴによる効率的な公共事業の執行に向けて：国土交通省」より

  「CALS/EC 地方展開アクションプログラム(全国版)：2001 年 6 月、国土交通
省」では、以下のような CALS/EC の地方展開の必要性と導入目標年次を示して
いる。
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  組織図

CALS/ECに関する組織
  
   ・香川県 CALS/EC推進協議会（2002年６月設置）
                                            ［県、市町（代表）、民間団体］
   ・香川県 CALS/EC市町連絡会（2002年６月設置）
                                            ［県、県下全市町］
   ・香川県 CALS/EC推進プロジェクトチーム（2002年５月設置）
                                            ［県庁内関連部局］

  CALS/ECは、発注者（県、市町）と受注者（民間企業）が、共通のシステムを
利用し、業務の効率化やコスト縮減を図ること、また、それらのプロセスを県民
に分り易く公表し、公共事業の透明性を確保することを目的としていることから、
CALS/EC の導入にあたっては、システム利用者が一体となった取組が必要とな
る。
  また、発注者である県・市町においては、公共事業の他、物品調達に係る電子
調達システム導入や他の事務手続きに関連するシステム連携を実施することによ
って更なる業務の効率化を図る必要があることから、「電子県庁」「電子自治体」
として全庁的な取組が必要である。
  以上のことから、香川県では CALS/EC について３つの組織を設置し、また、
電子自治体に関する組織とも連携を図ることとしている。

２－３２－３２－３２－３    ＣＡＬＳ／ＥＣの推進体制ＣＡＬＳ／ＥＣの推進体制ＣＡＬＳ／ＥＣの推進体制ＣＡＬＳ／ＥＣの推進体制



22

２－４－１２－４－１２－４－１２－４－１    県の整備目標と対象期間県の整備目標と対象期間県の整備目標と対象期間県の整備目標と対象期間

  まず、本格的な CALS/EC関連システム導入の準備として、業務の効率化を前提
としたシステム導入のためのワークフロー整理と、それに基づくシステムの設計、
また、実現可能な範囲での受発注者間での電子データ交換の実現等を目標に、
2002(平成 14)年度から 2003(平成 15)年度を短期整備（準備）期間と設定する。

  次に、CALS/ECの主要システムである「電子入札システム」「電子納品保管管理
システム」の構築とその試行運用・一部本運用、また、CALS/EC の最終目標であ
る維持管理や県民の申請手続等のための基盤として、既存の台帳データ等を電子化
し、データベース化することを目標として、2004(平成 16)年度から 2005(平成１７)

年度を中期整備（導入）期間と設定する。
  
  最後に、前述で導入した「電子入札」「電子納品（国土交通省要領・基準に基づ
くもの）」の本運用と維持管理・申請手続等のためのデータベース化を継続して進
め、順次システム化を検討することを目標として、2006(平成１８)年度から 2007(平
成１９)年度を長期整備（普及拡大）期間と設定する。

  本県の CALS/EC整備目標年次を、2007(平成 19)年度とする。
  CALS/EC を構成する各個別システムについては、上位計画、関連計画や
CALS/ECを主導的に推進する国土交通省の状況、ならびに CALS/ECに関連する
民間ソフトの開発・普及状況を踏まえ、整備目標とその対象期間を設定する。

２－４２－４２－４２－４    整備目標と整備対象期間整備目標と整備対象期間整備目標と整備対象期間整備目標と整備対象期間
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   県事業の対象期間別整備内容

フェーズ１
（準備期間）

フェーズ２
（導入期間）

フェーズ３
（普及・拡大期間）

対象期間
2002～2003年度

(H14 ～H15)
2004～2005年度

(H16 ～H17)
2006～2007年度

(H18 ～H19)

概念図

主な目標

・業務効率化を前提としたワーク
フロー整理
・電子入札システムの設計
・電子納品システム導入内容検討
・一部協議書類等の受発注者間で
の電子データ交換
・一部台帳データの電子化

・電子入札の試行運用および一部
本運用開始
・国土交通省要領・基準に基づく
電子納品の試行運用および本運用
開始（業務）
・維持管理・申請に係る既存デー
タ電子化

・電子入札の完全実施
・国土交通省要領・基準に基づく
電子納品の一部本運用（工事）
・上記対象外業務・工事の電子納
品試行運用
・維持管理・申請に係る既存デー
タ電子化と順次システム化

調査・設計
積算

・電子納品保管管理システム設計 ・電子納品保管管理システム運用
・業務成果品の電子納品試行運用
および本運用（定型業務）

・業務成果品の電子納品試行運用
（非定型業務）

入札・契約

・電子入札システム設計 ・電子入札システム構築、試行運
用及び一部本運用
・入札情報サービス(PPI)システ
ムの構築・運用

・電子入札の本運用

・様式等の標準化
・電子納品保管管理システム設計
・県の CAD関連システム導入
・ＣＡＤによらない電子図面利活
用の検討

・電子納品保管管理システム運用
・国土交通省要領・基準に基づく
工事完成図書の電子納品の試行運
用
・ＣＡＤによらない電子図面利活
用の試行運用

・国土交通省要領・基準に基づく
工事完成図書の電子納品の本運用
・ＣＡＤによらない電子図面利活
用の試行運用

工事施工

・一部協議書類等の受発注者間で
の電子データ交換（電子メール）
・情報共有システム検討・設計

・情報共有システム構築・試行運
用

・情報共有システム本運用

維持管理

・既存データの利活用・電子化範
囲の検討
・台帳資料のデータベース化検討

・既存台帳データ等のデータベー
ス化
・公共施設維持管理システムを順
次構築

・既存台帳データ等のデータベー
ス化
・公共施設管維持理システムを順
次構築

住    民
サービス

・一部入札契約情報のホームペー
ジ掲載

・入札情報サービス（PPI）システ
ム運用
・電子申請システムの検討・運用

・電子申請システムの検討・運用

整
備
内
容

共    通
・電子認証システムの導入 ・統合型 GIS構築の環境整備

普及教育活動

・専用ホームページによるＰＲ
・電子入札システムWeb版ﾁｭｰﾄﾘｱ
ﾙ等による説明会
・講習会・研修会（情報ﾘﾃﾗｼｰ）
・国土交通省電子納品要領・基準
の説明会

・継続的な普及教育活動の実施
・香川県版電子入札システムによ
る実証実験

・継続的な普及教育活動の実施

調査・設計       構築・試行運用
      （一部本運用）

       対象範囲拡大・
        本運用
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２－４－２２－４－２２－４－２２－４－２        市町の整備目標と対象期間の目安市町の整備目標と対象期間の目安市町の整備目標と対象期間の目安市町の整備目標と対象期間の目安

  市町事業の対象期間別整備目標の目安

対象期間 2002年～2003年
(H14～H15)

2004年～2005年
(H16～H17)

2006年～2007年
(H18～H19)

2008年～2010年
(H20～H22)

電子入札

電子納品

入札情報サービス
   （PPI）

情報共有

維持管理

整
備
内
容

電子申請

                                                         早期導入開始市町
                                                         中期導入開始市町
                                                         後期導入開始市町

２－４－３２－４－３２－４－３２－４－３    県と市町のシステム共同開発・運用県と市町のシステム共同開発・運用県と市町のシステム共同開発・運用県と市町のシステム共同開発・運用

   

導入・順次適用拡大
導入・順次適用拡大

導入・順次適用拡大

導入・順次適用拡大
導入・順次適用拡大

導入・順次適用拡大

随時導入・運用

  「CALS/EC地方展開アクションプログラム（全国版）：国土交通省」によると、
CALS/EC整備目標年次は、中核市が 2008(平成 20)年度、市町（中核市除く）は
2010(平成 22)年度となっていることから、香川県における市町の CALS/EC整備
目標の目安を 2010(平成 22)年度とする。
  ただし、電子入札システム、電子納品システム等の個別システムについては、
発注件数規模や業務内容によって、各々の市町により導入可能年次が異なるほか、
市町合併も視野に入れた導入計画が必要となることから、システム構築・導入時
期の目安を早期導入、中期導入、後期導入に分けることとする。

  各システムの構築・運用については、県と市町の共同開発・共同運用を実施し、
システムの標準化による受注者（民間企業）の負担減や発注者（県、市町）の構
築・運用経費の縮減を図る必要がある。
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    アクションプログラム中の用語の定義
           実証実験：  架空の業務について、実業務と同様の作業を実施し、問題点の抽出、整理、解決を行うととも

に、関係者のシステム操作の普及教育を目的とする。テスト環境でのシステムによって運用する。
           試行運用：  契約を伴う実業務について、システム利用対象業務を特定して運用を行う。本番環境でのシス

テムによって運用する。
           本運用：    全業務を対象とした本番環境での運用。

   アクションプログラム中の凡例

３－１－１３－１－１３－１－１３－１－１        業務成果品の電子納品業務成果品の電子納品業務成果品の電子納品業務成果品の電子納品

     

  本アクションプログラムは、CALS/ECを構成する整備項目毎に、香川県が実施
しようとする具体的な構築作業内容、運用対象範囲等を年次計画としてまとめた
ものである。
  なお、今後の情報通信技術の発達および社会情勢の変化に対応するため、アク
ションプログラムを弾力的かつ柔軟に必要な見直しを行うこととする。

  国土交通省では、2001(平成 13)年度から、電子納品運用ガイドライン（案）に
よって規定した対象範囲の報告書、図面等について電子納品の一部本運用を開始
し、随時対象となる工種、図面等を拡大し、2004(平成 16)年度に完全実施を行う
こととなっている。
  電子納品では、ワープロ、表計算、CAD等のオリジナルデータ作成の他、電子
納品要領(案)に基づいたフォルダ構成やXML形式による業務管理ファイルの作成
など、民間ベンダーから販売される「電子納品支援ツール」を利用することが想
定される。
  以上のことから、本県における電子納品の導入は、国土交通省の電子納品の状
況や市販ツール(ソフト)の開発・普及状況を踏まえ、2004(平成 16)年度に試行運
用を実施し、2005(平成 17)年度に本運用（測量、地質調査、構造物詳細設計等の
定型業務）を実施し、非定型業務については 2005(平成 17)年度から試行運用を開
始する。
  なお、香川県における電子納品に関する要領・基準類は、国土交通省等の国が
示す要領・基準（案）に準拠して策定するものとする。
  また、要領・基準類が整備されていない分野については、受発注者間で事前協
議を行い、電子納品の適否を取り決めるものとする。

システム設計・構築期間、準備作業期間

試行運用
本運用

実証実験

３．県のアクションプログラム３．県のアクションプログラム３．県のアクションプログラム３．県のアクションプログラム

３－１３－１３－１３－１    調査・設計・積算段階調査・設計・積算段階調査・設計・積算段階調査・設計・積算段階
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業務区分 SYS・指定業務 2002(H14)
年     度

2003(H15)
年     度

2004(H16)
年     度

2005(H17)
年     度

2006(H18)
年     度

2007(H19)
年     度

2008(H20)
年     度

CAD等 導入 試行 本運用県の電子納品
関連システム整備 納品管理 SYS 設計 詳細設計 構築 試行

測量業務 全業務 *

調査業務 地質調査等 *

構造物詳細設計 *
設計業務

上記以外 * 1

   *   2004年度の試行運用は、発注者担当係で２件程度実施。
   *1  国における電子納品対応状況や電子化技術に合わせて対象範囲を拡大。発注者が特定した対象業務の他、受注者
      から電子納品の意向があるものは電子納品を実施。

３－１－２３－１－２３－１－２３－１－２    受発注者間における情報交換・共有受発注者間における情報交換・共有受発注者間における情報交換・共有受発注者間における情報交換・共有

情報交換・共有方法 2002(H14)
年     度

2003(H15)
年     度

2004(H16)
年     度

2005(H17)
年     度

2006(H18)
年     度

2007(H19)
年     度

2008(H20)
年     度

電子メール 試行運用 本運用
情報交換・共有サーバ 設計 詳細設計 構築 試行 順次運用

  委託業務における報告書・業務計画書・工程表・打合協議簿・図面・写真等の
情報を受発注者間で電子的に交換・共有を行うための情報交換・共有サーバにつ
いて、電子入札や電子納品等の関連システムと同時に 2003(平成 15)年度に詳細設
計を実施、2005(平成 17)年度に構築・試行運用を行い、工事完成図書の電子納品
を開始する 2006(平成 18)年度に本運用する。
  情報共有サーバ導入までの措置として、業務計画書・工程表・打合協議簿等、
業務工期中の使用頻度が高く、かつ電子データ容量が小さいものについては、電
子メールによる情報交換を行うものとする。
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３－２－１３－２－１３－２－１３－２－１    入札情報サービスシステム入札情報サービスシステム入札情報サービスシステム入札情報サービスシステム

           (           (           (           (PPI:Public works Procurement Information service)PPI:Public works Procurement Information service)PPI:Public works Procurement Information service)PPI:Public works Procurement Information service)

区    分 2002(H14)
年     度

2003(H15)
年     度

2004(H16)
年     度

2005(H17)
年     度

2006(H18)
年     度

2007(H19)
年     度

現行ホームページの充実

入札情報サービスシステム（PPI） 設計 詳細設計 構築 試行 本運用 *1

    *1 ： 電子入札システムと連動するため、対象案件は電子入札対象業務・工事に限る。

３－２－３－２－３－２－３－２－2 2 2 2 電子入札（調達）システム電子入札（調達）システム電子入札（調達）システム電子入札（調達）システム

   

     *電子入札コアシステム ： （財）日本建設情報総合センター等を中心とした、「電子入札コアシステム開発
                             コンソーシアム」が地方公共団体のシステム標準化のために開発したシステム。

  １）委託業務１）委託業務１）委託業務１）委託業務

入札方式 金額区分(設計金額)
2002(H14)
年     度

2003(H15)
年     度

2004(H16)
年     度

2005(H17)
年     度

2006(H18)
年     度

2007(H19)
年     度

公募型プロポーザル方式 本運用

指名型（標準）ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ方式

 7百万円以上 *     *1

 5百万円以上 * 試行運用     *2指名競争入札

 5百万円未満 *

随意契約 *     *3

普及教育のための実証実験

     *  ：2004年度の試行運用は、１執行課所で２件程度実施。
     *1 ：５０件程度を想定
     *2 ：１５０件程度を想定
     *3 ：受注者の導入状況により随時運用範囲を拡大

  本県においては、2002（平成 14）年度に、電子入札コアシステム* を導入する
ための基本設計を行い、2003（平成 15）年度、2004（平成 16）年度に詳細設計
およびカスタマイズを行い、実証実験に続いて試行運用を実施する。2005(平成
17)年度からは、段階的に本運用を実施し、2007(平成 19)年度には全業務について
本運用する。
  なお、システム構築にあたっては、県下市町との共同運用を視野に入れ、制度・
システムの標準化及び運用方法に係る協議を行うこととする。

基
本
設
計

詳
細
設
計

カ
ス
タ
マ
イ
ズ

実
証
実
験

  入札契約制度の改善の一環として、入札契約情報（入札公告や入札結果）を広
く公開し、競争性、透明性を確保するため、入札情報サービスシステム（PPI）を
2004(平成 16)年度に構築し、2005(平成 17)年度から本運用する。
  システム導入までの措置として、現在のホームページの充実を図るものとする。

３－２３－２３－２３－２    入札・契約段階入札・契約段階入札・契約段階入札・契約段階((((住民サービス住民サービス住民サービス住民サービス))))
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  ２）工事２）工事２）工事２）工事

入札方式 金額区分 2002(H14)
年     度

2003(H15)
年     度

2004(H16)
年     度

2005(H17)
年     度

2006(H18)
年     度

2007(H19)
年     度

一般競争入札 本運用

公募型指名競争入札

工事希望型指名競争入札

 50百万円以上 *     *1

 30百万円以上 * 試行運用     *2指名競争入札

 30百万円未満 *

随意契約 *     *3

普及教育のための実証実験

     
     *  ：2004年度の試行運用は、１執行課所で２件程度実施。
     *1 ：１２０件程度を想定
     *2 ：４５０件程度を想定
     *3 ：受注者の導入状況により随時運用範囲を拡大

  ３）物品調達３）物品調達３）物品調達３）物品調達

入札方式 2002(H14)
年     度

2003(H15)
年     度

2004(H16)
年     度

2005(H17)
年     度

2006(H18)
年     度

2007(H19)
年     度

一般競争入札 本運用

指名競争入札 * 試行運用 *1

随意契約 * *1 *1

普及教育のための実証実験

     *  ：2004年度の試行運用は、１執行課所で１件程度実施。
     *1 ：受注者の認証取得等の状況により随時運用範囲を拡大

基
本
設
計

詳
細
設
計

カ
ス
タ
マ
イ
ズ

実
証
実
験

基
本
設
計

詳
細
設
計

カ
ス
タ
マ
イ
ズ

実
証
実
験
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３－３－１３－３－１３－３－１３－３－１    工事関係書類の標準化および電子化工事関係書類の標準化および電子化工事関係書類の標準化および電子化工事関係書類の標準化および電子化

３－３－２３－３－２３－３－２３－３－２    受発注者間の情報交換・共有受発注者間の情報交換・共有受発注者間の情報交換・共有受発注者間の情報交換・共有

情報交換・共有方法 2002(H14)
年     度

2003(H15)
年     度

2004(H16)
年     度

2005(H17)
年     度

2006(H18)
年     度

2007(H19)
年     度

2008(H20)
年     度

電子メール 試行運用 本運用
情報交換・共有サーバ 設計 詳細設計 構築 試行 順次運用

３－３－３３－３－３３－３－３３－３－３    工事完成図書の電子納品工事完成図書の電子納品工事完成図書の電子納品工事完成図書の電子納品

区    分   SYS区分 2002(H14)
年     度

2003(H15)
年     度

2004(H16)
年     度

2005(H17)
年     度

2006(H18)
年     度

2007(H19)
年     度

2008(H20)
年     度

CAD等 導入 試行 本運用県の電子納品
関連システム整備 納品管理 SYS 設計 詳細設計 構築 試行

１億円以上 試行運用* *2

30百万円以上 *,  *1 *1 *3

30百万円未満 *,  *1 *1 *1

ＣＡＤによらない電子図面の利活用 電子化検討 * 4

   *   2005年度の試行運用対象工事は、発注者担当係１件程度実施。
       (2006年度の試行運用対象工事は、発注者各担当１件程度実施。2007年度の試行運用対象工事は、発注者担当 5
        件程度実施。)
   *1  施行期間中、発注者が特定した電子納品対象工事の他、受注者から電子納品の意向があるものは電子納品を実施。
   *2  ４０件程度を想定
   *3  ４００件程度を想定
   *4  電子化技術や民間企業の電子化対応状況により、順次対象範囲を拡大。

  現在、紙でやり取りされている書面等について、受発注者間での電子情報によ
る交換・共有を前提とした標準化ならびに電子化を 2003(平成 15)年度に行う。

  工事における報告書・施工計画書・工程表・打合協議簿・図面・写真等の情報
を受発注者間で電子的に交換・共有を行うための情報交換・共有サーバについて、
電子入札や電子納品等の関連システムと同時に 2003(平成 15)年度に詳細設計を実
施、2005(平成 17)年度に構築・試行運用を行い、工事完成図書の電子納品を開始
する 2006(平成 18)年度に本運用する。  情報共有サーバ導入までの措置として、
施工計画書・工程表・打合協議簿等、工事工期中の使用頻度が高く、かつ電子デ
ータ容量が小さいものについては、電子メールによる情報交換を行うものとする。

  ３－１－１で述べたように、本県における電子納品の導入は、国土交通省の電
子納品の状況や市販ツール(ソフト)の開発・普及状況を踏まえることとし、国土交
通省の各納品要領・基準（案）に準拠して納品が可能な工事については、2005(平
成 17)年度に試行運用を実施した後、2006(平成 18)年度から段階的に本運用を開
始し、2007(平成 19)年度末に全工事について本運用する。
  特に図面について、維持修繕工事等で、発注・完成図面等がＣＡＤ製図基準（案）
に適応しないものについては、2004(平成 16)年度における図面または画像データ
の電子化技術や、関連ソフトの普及状況を勘案して、電子化方法を検討・決定し、
2005(平成 17)年度から試行運用試行運用を開始する。

３－３３－３３－３３－３    工事施工段階工事施工段階工事施工段階工事施工段階
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３－４－１３－４－１３－４－１３－４－１    台帳等の既存資料の電子化とシステム化台帳等の既存資料の電子化とシステム化台帳等の既存資料の電子化とシステム化台帳等の既存資料の電子化とシステム化

  

   

  
  
      * ライフサイクルコスト：公共施設のコストは、建設費（イニシャルコスト）と維持費（ランニングコスト）の

合計となる。公共施設は、快適性や安全性等のサービスを一定水準以上に保つ必要があ
るが、このサービス水準を確保しつつ、損傷度に応じた適切な時期に維持補修を行うこ
とで、施設の延命化を図るなど、建設から耐用年数期間のトータルのコストが最も安く
なるように、設計・建設・維持修繕（時期・レベル）を総合的に評価する手法。

資料名 2002(H14)
年     度

2003(H15)
年     度

2004(H16)
年     度

2005(H17)
年     度

2006(H18)
年     度

2007(H19)
年     度

台帳類既存資料のデータベース化 検討 順次電子化

電子データ有り 検討 順次構築
維持管理システム

電子データ無し 検討 順次構築

  土木施設・建築構造物等の公共施設は、現在、紙の台帳や図面、マイクロフィ
ルム等を利用して維持管理を行っている。このような台帳等は、毎年の更新が必
要であり、また利活用の際には、膨大な台帳等の中から時間をかけて検索してい
る。これらの台帳等の更新作業や検索作業の効率化によりコストの縮減を図り、
更には県民がオンライン上で各種申請手続きを実施する際に、利用したり、ライ
フサイクルコスト* による計画的な維持修繕を実施するための基礎データとする
ため、新規に電子納品された電子データと合わせて、台帳等の既存資料をデータ
ベース化する。
  2002(平成 14)年度から既存資料データベース化の検討を順次開始し、電子納品
の一部本運用を開始する 2005(平成 17)年度から一部電子化に着手する。
  既にデータが電子化され、システム化されているものについては、電子納品の
取組を含め、より効果的な利活用を行うための維持管理システムの検討を 2002(平
成 14)年度から開始し、必要に応じて順次システム開発を行う。
  なお、維持管理システムの基盤となる既存資料は膨大なデータ量があり、その
電子化には多大な費用がかかることから、住民サービス・業務効率化等の効果を
十分に検討したうえで、データ電子化・システム化を実施するものとする。

３－４３－４３－４３－４    維持管理段階維持管理段階維持管理段階維持管理段階

主な施設台帳
  ・道路台帳
  ・標識台帳
  ・橋梁台帳
  ・トンネル台帳
  ・河川台帳
  ・砂防施設台帳
  ・海岸保全区域台帳
  ・港湾施設台帳
    

既存維持管理システム
  ・道路台帳システム
  ・案内標識検索システム
  ・保全計画作成システム（建築）
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３－４－２３－４－２３－４－２３－４－２    その他維持管理に関する諸システムの整備その他維持管理に関する諸システムの整備その他維持管理に関する諸システムの整備その他維持管理に関する諸システムの整備

     ・設備関係のオンライン遠隔操作・集中管理システム（ポンプ施設、他）
     ・道路等点検データの現場入力・管理
     ・施工維持管理支援データベースの整備

３－４－３３－４－３３－４－３３－４－３    危機管理における納品管理データベースの利活用危機管理における納品管理データベースの利活用危機管理における納品管理データベースの利活用危機管理における納品管理データベースの利活用

  国土交通省では、下記の維持管理関連システムの構築を進めている。本県にお
いては、国の整備・運用状況や導入効果を踏まえて、順次システム導入の検討を
行う。                                                  （年次計画未定）

  災害被災時の応急・本復旧作業に際して、被災箇所もしくはその近辺での地質
調査情報や施設整備時の設計書等を素早く検索し、対策工法検討に用いることで、
より迅速で的確な対応が可能となる。
  ３－４－１による既存資料のデータベース化を踏まえ、危機管理に有効な個別
システム（例えば地質調査データ登録システム）を順次整備するものとする。

（年次計画未定）
  なお、３－１－１の納品管理システム構築にあたっては、登録される新規納品
データが既存の地質データ・設計書等の情報とともに危機管理に用いられること
を想定し、関連システムに連携できるよう配慮することとする。
  また、整備済みの防災関連システムに対して、今後開発する CALS/EC 関連シ
ステムが二重の設備・運用とならないよう配慮することとする。

整備済み防災関連システム
  ・総合防災情報システム
  ・水防情報システム
  ・ため池防災データベースシステム
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３－５－１３－５－１３－５－１３－５－１    ＧＩＳ（地理情報システム）をベースとした統合データ環境の実現ＧＩＳ（地理情報システム）をベースとした統合データ環境の実現ＧＩＳ（地理情報システム）をベースとした統合データ環境の実現ＧＩＳ（地理情報システム）をベースとした統合データ環境の実現

  統合型 GISに関する指針等

      ・統合型の地理情報システムに関する全体指針
      ・統合型の地理情報システムに関する整備指針
      ・共用空間データ調達仕様書及び基本仕様書
             （総務省自治行政局地域情報政策室：平成１３年７月）

      ・統合型の地理情報システムに関する運用指針
      ・統合型の地理情報システムに関する活用指針
             （総務省自治行政局地域情報政策室：平成１４年３月）

   統合型 GISのイメージ

      

      「統合型の地理情報システムに関する全体指針のポイント」(総務省自治行政局地域情報政策室 平成１３年７月)より

３－５３－５３－５３－５    その他各段階共通その他各段階共通その他各段階共通その他各段階共通

  統合型 GIS は、地方公共団体が利用する地図データのうち、複数の部局が利用
するデータ（例えば道路、街区、建物、河川など）を各部局が共用できる形で整
備し、利用していくシステムであり、これを整備することによって、住民向けサ
ービスの向上（視覚的にわかりやすい情報提供、申請手続の利便性向上）や事務
の効率化が可能となる。国においては、2000(平成 12)年度から全国７府県におい
て「GIS モデル地区実証実験」を行っており、総務省から整備・運用・活用に関
する指針が示されている。
  本県では、上記実証実験や国の動向を見据えつつ、全庁的な導入を検討する。
                                                        （年次計画未定）
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                今後、ＧＩＳの検討対象となるシステム（例）今後、ＧＩＳの検討対象となるシステム（例）今後、ＧＩＳの検討対象となるシステム（例）今後、ＧＩＳの検討対象となるシステム（例）

３－５－２３－５－２３－５－２３－５－２    認証基盤の整備認証基盤の整備認証基盤の整備認証基盤の整備

３－５－３３－５－３３－５－３３－５－３    汎用受付システムとの連携汎用受付システムとの連携汎用受付システムとの連携汎用受付システムとの連携

  認証基盤は、電子文書等の作成者を確認できる仕組みであり、県の認証基盤は
2003(平成 15)年度までに整備される予定である。電子入札や電子納品における県
の認証は、この認証基盤によるものとする。

  汎用受付システムは、複数の申請・届出等手続に汎用的に利用できるシステム
で、インターネットを通じて、申請・届出等の受付から審査、許可証等の結果を
通知するまでの一連の業務プロセスを処理するものである。県においては、
2003(平成 15)年度から一部運用を開始する予定であり、公共施設の占用申請など、
今後 CALS/EC に関連する申請手続などは、この汎用受付システムを用いるもの
とする。

  ・沿整情報管理システム
  ・道路台帳システム（仮称)
  ・河川台帳システム（仮称）
  ・河川現況調査台帳システム
  ・水防情報システム台帳（仮称）
  ・海岸台帳システム
  ・香川県砂防ＧＩＳ（仮称）
  ・港湾施設台帳システム
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       * 情報リテラシー：コンピュータを扱うための基礎的な知識や、情報を活用するための基本的な能力

   CALS/ECにおける、コンピュータ活用のレベル（例）
レベル 具体例 主な CALS/EC関連事項

１ 一般的な利用
インターネット上でホームページを見る
ことができる。

電子入札、電子納品等 CALS/EC全般

２ 目的を持った利用
画像等（デジタル写真、PDF * 含む）を
見ることができる。

電子納品、情報共有

３
ソフト操作（普及
しているもの）

ワープロ・表計算ソフト・デジタルカメ
ラ・電子メール等が使える。

電子入札（添付する内訳書等）、電子納品、
情報共有

４
より専門的なソフ
トの操作

ＣＡＤ・デジタル写真管理等のソフトを
単体で使える。
また、一般的なファイル形式(txt.pdf等)
の意味を理解する。

電子納品、情報共有

５
複数種のデータを
編集加工

ワープロ・表計算・ＣＡＤ等、個々で作
られたデータを電子納品の要領に基づき
集約・加工する。
また、XML**や SXF***といったデータ
標準化のため仕様を理解する。

電子納品、情報共有

      * PDF：特定の機種に依存しないで文書を製作者のデザイン通り表示するために米 Adobe 社によって開発された仕様

             この形式のファイルを表示するためのソフトはインターネット上で無償で提供されている。(Acrobat Reader)
     ** XML：拡張マークアップ言語。従来のデータは、数字とそれを区切るカンマ「185,20」等の記号のみでファイル化されて

いた。これに対して XML は、利用者が自由にタグを定義した文字列として取り扱うことで、プログラムで自在に情

報処理できたり、理解し易さ、使い易さを向上させている。

                 XML の例 「 <施工延長>185</施工延長>  <幅員>20</幅員>  」 （< >がタグと呼ばれる）

     ***SXF：従来 CAD データは、メーカ毎に（またはバージョン毎に）そのデータ形式が異なっていたため、複数の CAD デー

タを利用するためには、各々に応じた CAD ソフトが必要だった。これに対して CALS/EC で複数の利用者がデー

タを共用できるよう、CAD データを標準化したものが SXF 仕様である。

３－６３－６３－６３－６    普及教育活動普及教育活動普及教育活動普及教育活動

  CALS/ECで導入する諸システムは、各々利便性を高め、業務を効率化すること
を目的の一つとしているが、これらは手段（道具）であり、「使いこなす」ことで
始めて効果を発揮するものである。システムは「使い易い」ものを目指して構築
を行うが、その普及には、まず、ユーザーが最低限の情報リテラシー * を持つこ
とが必要である。その上で、各システム運用に応じたコンピュータ活用能力を持
つとともに、運用方法（例えば、再入札の場合はどうするのか。電子納品の受け
渡し方法等）を理解することが重要である。
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３－６－１３－６－１３－６－１３－６－１    情報リテラシーの向上情報リテラシーの向上情報リテラシーの向上情報リテラシーの向上

３－６－２３－６－２３－６－２３－６－２    電子入札（調達）システムの運用に係る説明会の実施電子入札（調達）システムの運用に係る説明会の実施電子入札（調達）システムの運用に係る説明会の実施電子入札（調達）システムの運用に係る説明会の実施

３－６－３３－６－３３－６－３３－６－３    電子納品に係る講習会・説明会の実施電子納品に係る講習会・説明会の実施電子納品に係る講習会・説明会の実施電子納品に係る講習会・説明会の実施

  市販されている「電子納品支援ツール」は、ワープロ・表計算・ＣＡＤなどの個別ソフトで作成するものの
一括データ操作を可能とし、データを国土交通省の要領・基準（案）に定められた仕様にまとめるためのソフ
トである。民間企業がこれらのツールを利用可能とするためには、県－市町も国と統一した要領・基準の運用
が必要である。

３－６－４３－６－４３－６－４３－６－４    ホームページ等による情報提供ホームページ等による情報提供ホームページ等による情報提供ホームページ等による情報提供

       香川県 CALS/ECのホームページ
              http://www.pref.kagawa.jp/gijutsukikaku/kacals.htm

  先に実施したアンケートによると、パソコン及びインターネット接続の普及率
は高く、関係者のインターネットを利用する環境はほぼ整っているが、ソフト導
入・操作のレベルは様々であり、各レベルに応じた取組を行う必要がある。
  ワープロ・表計算・ＣＡＤなどの市販ソフトの操作研修については、使用ソフ
トが様々であり、県として統一することは困難（また適切でない）であることか
ら、民間受注者の研修は、各協会等の団体、または一般的な民間講座によるもの
とする。県・市町職員については、それぞれ庁内研修を実施する。
  電子入札システム等、県・市町が開発するものについては、マニュアルの配布
とともに、県・市町主催の操作説明会を実施する。また、香川県 CALS/EC推進
協議会等で計画的な実証実験を行い、継続的にその普及に努める。

  電子入札(調達)システムは、システムの操作方法はもとより、再入札の場合の
措置やシステム障害時の対応など、運用の取り決めを周知・徹底することが重要
である。３－６－１のシステム操作説明会と同様に県・市町主催の「運用に係る
説明会」を実施するとともにマニュアル等を配布し、普及に努める。

  電子納品は、納品要領（案）や各種基準（案）等に基づいて実施される。
  本県の納品要領や各種基準は、３－１－１で示したとおり、国の納品要領（案）、
各種基準（案）に準拠して策定し、県主催の講習会・説明会を実施する。

  CALS/EC に関する情報等については、主に香川県ホームページを介して提供
するものとする。その他、必要に応じてパンフレット、新聞等のメディアを用い
る。
  ホームページでは、各種様式のダウンロードを可能にする等、順次内容の充実
を図るものとする。
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３－７３－７３－７３－７    （財）香川県建設技術センターによる支援（財）香川県建設技術センターによる支援（財）香川県建設技術センターによる支援（財）香川県建設技術センターによる支援

４．市町のアクションプログラム４．市町のアクションプログラム４．市町のアクションプログラム４．市町のアクションプログラム

  （財）香川県建設技術センターの研修事業の一環として、県職員に対する研修
や、市町支援として市町職員を対象とした研修を実施するとともに、民間企業向
けの講習会を実施する。

  市町の電子入札システムや電子納品システム等は、発注件数規模や業務内容に
よって、各々の市町により導入可能年次が異なるほか、市町合併も視野に入れた
導入が必要となることから、具体的なアクションプログラム（導入計画）は、必
要に応じて各市町で策定することとする。
  その際、共同運用等の連携調整は、「香川県 CALS/EC 市町連絡会」を通じて
行う。
  また、県は、市町のアクションプログラム策定に関して、要請があった場合、
これを支援するものとする。
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